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*本稿は東日本大震災より前の 2011 年 2 月に執筆された。 
 











































が併用されていると思われる。なお『商業統計表』の年間販売額は、調査年の前年 4 月から同年 3 月



















は 2007 年まで着実に 2 倍に増加したグラフなどを示し、現実に日本経済の競争力は強い。ただ
































「失われた 10 年、いや 20 年間」に地方は衰退し、地域間格差が拡大したとの理解が一般的
である。地方の JR 駅前商店街のシャッターが閉じられたまま云々である。第 4 講「首都圏のジ
リ貧に気づかない「地域間格差」論の無意味」で、苦しむ地方の例として、本州の北端、青森
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県のケースが取りあげられている。県内の小売販売額は 96 年度の 1 兆 6700 億円から 06 年度に
は 1 兆 4400 億円と、90 年度の 1 兆 4700 億円も割り込んでいる。主たる背景はその間県内の個
人所得が 98 年のピークから 06 年にかけて（指数にして）143 から 124 に低下したことがある










図 1 と図 2 に、本書の図 7（青森県）と図 8（首都圏）に図示されている個人所得と小売販売
額の 1990 年度以降の動向を、大まかに転記している。売場効率（売場面積/従業員数）の動き
も著者の重要な指摘だが、評者の理解が届かないので省いてある。個人所得（1 人当たりでな
く県民全員の合計所得）は、青森県では 1990 年=100 から 1998 年=143 に急増し、2006 年=124
に逓減した。首都圏では、1990 年=100 から 1998 年=116 に増え、2003 年=109 に落ちた後、2006
年=118 に持ち直した。1 人当たりの水準ではなく全体の個人所得では、1990 年対比、首都圏の
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ほうが青森県に比べて伸び方は低い。所得が地域に落とされた結果である小売販売額は、上と
同様 1990=100 として、青森県はピークの 1996 年=113 に増え、以後減少をたどり 2006 年=98








1 および図 2 から明瞭に読み取ることが出来る。同じ期間、愛知県では 2003-06 年に輸出産業
が好調だったことを受けて個人所得は 1990 年=100 対比、2006 年=128 に増えているが、小売販
売額は 1990 年=100 に対し、1996 年=106 に伸びたが、2006 年=102 とほとんど増加していない
（pp.78-9）。2002-07 年の「輸出景気」の恩恵をあまり受けていない関西の事情は青森県に比
べてもより厳しく、関西 2 府 4 県の合計で、1990 年=100 対比、個人所得では 2006 年=108、小
売販売額では同じく 2006 年=90 に停滞している。同じ期間沖縄県では、1990=100 に対し個人所
得が 2006 年度=144、小売販売額は 2006 年=123 と着実に増えている。沖縄県はわが国の都道府
県の中で唯一就業者数が順調に増加した県で、「だから個人所得が増え、モノも売れる」とのこ
とだが、評者の意図する落とし処とは離れているので、ここでは取り上げない。 
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４．Where have all the flowers gone? 
 
国民総所得（国内総生産＋海外からの所得の純受取）は、1990 年の 445.6 兆円から、1996 年
=499.0 兆円、2001 年=506.0 兆円、2006 年=521.9 兆円（2009 年＝483.9 兆円）に僅かながらも増
大した（平成 21 年度国民経済計算）。家計最終消費支出（持ち屋の帰属家賃を除く）は、1990
年=203.3 兆円から、1996 年=236.1 兆円、2001 年=234.6 兆円、2006 年=233.9 兆円（2009 年=226.8
兆円）に変化した。家計の形態別（耐久財･半耐久財･非耐久財･サービス）最終消費支出は、1990









は、既述のように毎年でなく 1997 年からは 5 年ごとにしか実施されていないので、トレンドの








いから、最終消費支出に比べ低くでる。1982 年から 1991 年までは 50 兆円程度の差で同じ方向






－ 30 － 


























さて、図 5 に 1990 年から 2009 年にいたる国民総生産と家計最終消費（図 4 と同じ）の動向
をプロットしている。細かに見れば、バブル崩壊後 1991 年から 2008 年まで総生産は名目で 7.5%





































































1990 年（末、以下同）=994 兆円、1994 年=1188 兆円、1998 年=1326 兆円、2006 年=1566 兆円、
2009 年=1453 兆円で、「失われた 20 年間」に GDP の丁度 1 年分相当膨張した。2007 年以降の
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蓄率は 1980 年代初めの 17%前後から 1990 年代初めの 15%前後に微減した後、1999 年の 12.5%
をピークに 2000 年代後半の 3%強まで急落している。他方総務省『家計調査』に基づく推計で
は、二人以上の勤労者世帯の貯蓄率は 1980 年代初めの 22-23%から 1990 年代後半には 27-28%
に上昇し、2000 年代後半にも 25%を超えている。さすがに無職者世帯のそれは、同じ期間に
17-18%から 11-12%、最近年には 5%前後に落ちているが、二人以上世帯（勤労者＋無職）の平均
貯蓄率は、1980 年代央の 19-20%から 1990 年代後半の 22-23%に上昇し*5、2000 年代後半でも





2006 年＝336.9 兆円）、本書の「小売販売額」とは概念的にかなり乖離する。 
*4 「家計最終消費支出（持ち家の帰属家賃を除く）」のデフレーターは、1990 年=97.2、1998 年=101.8、
2006 年=94.9、2009 年=92.9 に、1999 年以降逓減している。総務省統計局の消費者物価総合は、2005
年基準で、1990 年=94.1、1998 年=103.3、2006 年=100.3、2009 年=100.3 で、1999 年以降の逓減幅はや
や小さい。 
*5 1980 年代のように、国民総生産が年々15-30 兆円ずつ増加する中で現金･預金がそれに見合って増え














































全国で 375 万人、首都圏で 118 万人、関西圏（2 府 1 県）で 56 万人それぞれ増えた。他方「現














年先まではかなりの確かさで予測することが可能である。2015 年には 2005 年対比、65 歳以上
の高齢者人口は、802 万人増え、他方 15-64 歳の生産年齢人口は 762 万人縮小すると予想され
る（社会保障人口問題研究所、出生中位･死亡中位、平成 18 年）。このような人口の大波は今後





























り付けたものである。2004 年の個人の金融資産は、資金循環勘定では 1425 兆円、『家計調査』
の集計では 829 兆円で両者の乖離は相当程度をはるかに超えている*7。しかも世帯主年齢階級
別金融資産分布は、資金循環統計が発表される 4 半期ごとに同一機関によって継続して行われ
ているわけではないから、2004 年に比べ、2009 年には 60 歳以上世帯のシェアーが若干（5-6%

























*6 本評を書いた後、たまたまインターネット上で目にした、Takeo Hoshi and Anil Kashyap, “Why Did 
Japan Stop Growing,” NIRA, January 11, 2011 は、まさにそのような主張の典型であるように感じられた。 
“zombie” 企業を淘汰して生産性を拡大すれば、中期的には円高が進み、「国際競争力」が向上すると
は期待できないのでないか。この論文に対するコメントは後日を期したい。 
*7 『資金循環』によると、負債を差し引いたネットの個人金融資産は 2010 年 3 月末現在 1 世帯当たり







るために、図 20 から図 27 にかけて、たとえば 1995 年に 45-49 歳だった｢団塊の世代｣、20-24
歳だった「団塊ジュニア世代」は、まことに当然のことながら 2005 年にはそれぞれ 55-59 歳と
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から魚になるという類の仮説である。しかし秋谷によると、1980 年頃 20 歳代前半/20 歳代後半
を境に、新しい世代は顕著に魚離れして、その後加齢とともにいくらかは魚の消費が増えるが、
1980 年頃 50-60 歳だった世代の水準には遠く及ばない（秋谷『日本人は魚を食べているか』2007
年）。この指摘は、評者グループによるややソフィストケートされた統計分析によっても裏付け
られている（Mori & Saegusa, “cohort effects in food consumption,” 2010）。年齢、すなわち加齢
は消費に作用する重要な要因であるが、魚･肉類以外に米･果物などの消費でも、coming of age
（成人する）するまでに周りの環境から受けた影響、コウホート効果のほうが、はるかに重要











10.8%から 1980-89年の 5.9%、1990-94年の 3.4%に激減し；家計消費率は同期間、70.1%から 74.0%、
76.6%に着増している（Gokhale et al., 1996）。 
 
一般に保有資産のキャピタル・ゲインが消費を刺激したのではないかと考える向きがあるが、
実態に照らしてサポートされていない（Bosworth, Burtless, & Sabelhaus,1991）。Summers & 




いう説明である。Gokhale 他の報告から、表 1 に老齢者の若齢者対比消費水準の 60 年代から 80
年代にかけての変化をあげておく。 
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表 1 老齢階層と若齢階層の相対消費水準の変化、1960-80 年代 
総消費（医療を除く） 1960-61 年 1972-73 年 1984-86 年 1987-90 年 
60 歳代/20 歳代 
70 歳代/20 歳代 













60 歳代/30 歳代 
70 歳代/30 歳代 













60 歳代/40 歳代 
70 歳代/40 歳代 













出所：Gokhale et al., p. 338. 
 
1960 年代初めには、たとえば 60 歳代の消費水準（医療は除く）は 30 歳代と比較し手 81%だっ
たが、1980 年代の後半には 100%を超え、20 歳代に対しては 42%も高くなっている。理由の一つ
が、社会保障の充実であることは間違いない。他方メンタリティーに関し、1960 年の 65 歳は
1895 年生まれで、若い頃に 1930 年代の大不況の苦労を経験しているが、1990 年の 65 歳は 1925
年生まれで、学校を出て社会に出た頃は第 2 次大戦後の好況期で、退職するまで経済的な苦境




















歳代の世代が貯蓄する。仮に目標額が最低 2000 万円として、預金利子が 5-6%つけば、退職す
るまでの 20 年間に大雑把に 1000 万円少々積み立てればよい。ゼロ金利の継続を前提に、マイ
ルドな「インフレターゲット｣政策によって年率 3%前後物価を引き上げていけば、必要な目標









*8 森・Clason「社会科学研究のためのコウホート分析―考え方と手法―」2007 年など参照． 
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